
 

 

環境省による漂流・漂着ごみ問題への主な取組 

 
平成２４年１２月 

環    境    省 

 

Ⅰ 平成 25 年度通常予算要求 

 

○ 海岸漂着物処理事業費補助金 

  （平成 25 年度 100 百万円（平成 24 年度 0 百万円）） 

   海岸管理者等の実施する海岸漂着物対策に要する費用の一部を補助

する（補助率 1/2）。補助対象となる海岸漂着物対策のうち、回収・運

搬・処理の事業については、離島振興地域等を対象地域とする。 

 

○ 漂流･漂着･海底ごみに係る削減方策総合検討事業費（上記補助金以外） 

（平成 25年度 80百万円（平成24年度 78百万円）） 

漂着ごみに関する発生状況の把握、原因究明及び国外流出に関する調査

を行い、総合的な漂着ごみ対策の推進を図る。また、漂流・海底ごみにつ

いて、状況把握、原因究明、対策手法等の検討を行う。 

 

○ 災害等廃棄物処理事業費補助金 

（平成 25年度 200百万円の内数（平成24年度 200百万円の内数）） 

   災害等廃棄物（海岸保全区域外の海岸に大量に漂着したごみも含む）を、市町村等

が収集・運搬及び処分する場合、当該処理事業について支援する（補助率1/2）。   

 

○ 循環型社会形成推進交付金 

（平成 25年度 67,562百万円の内数（平成24年度 46,434百万円の内数）） 

   市町村が海岸漂着物を含む廃棄物の処理を行うために必要な廃棄物処理施設の整

備について支援する(平成22年度からメニューに海岸漂着物に係る除塩施設、破砕切

断施設等の処理施設を追加（交付率1/3）。 

 

○ 不法投棄等の未然防止及び拡大防止対策の推進 

（平成 25年度 4.7百万円の内数（平成24年度 7.8百万円の内数）） 

   廃棄物処理法に基づく規制強化等を進めるとともに、地方自治体等との連携の下、

総合的な施策を実施し、不法投棄等の不適正処分の未然防止や拡大防止対策を推進す

る。 
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Ⅱ 国際的な取組  
 
○ 多国間協力 

   日本、中国、韓国、ロシアによる北西太平洋地域海行動計画（ＮＯＷＰ

ＡＰ）の枠組みにおいて、外務省と連携し、普及啓発キャンペーンや、各

国の取組を共有するためのワークショップを開催。平成 24 年度は、７月に
ロシアウラジオストクにて NOWPAP 国際海岸クリーンアップ（ICC）と
ワークショップを開催。  

    また、日中韓三カ国環境大臣会合（ＴＥＭＭ）において、漂流・漂着ご

みの問題を取り上げ、三カ国で更なる協力が必要との認識を共有。平成 22
年５月の第 12回ＴＥＭＭにおいて、ＮＯＷＰＡＰの枠組を通じた漂流・漂
着ごみの発生源対策への協力強化に合意し、同取組を含む三カ国共同行動

計画を採択。     
 
○ 二国間協力 

   海外から廃ポリタンクや医療系廃棄物などの大量漂着が認められた場

合、関係地方公共団体等と連携して漂着状況の把握を行い、外務省と連携

し、関係国に対して原因究明及び対策実施を要請。  
   なお、平成 23年度は約１万個の廃ポリタンクの漂着が見られた。（言語
表記のある約 5,400 個のうち、約 5,000 個が韓国語表記）平成 22 年度は約
13,000個。  

 


